千葉市商業者創業支援事業審査実施要領
（目的）

第１条　この要領は、「千葉市商業者創業支援事業補助金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）第１１条第２項に規定する千葉市商業者創業支援事業における審査（以下「審査」という。）に関して、必要な事項を定めるものとする。

（審査対象）

第２条　審査の対象は、交付要綱第１０条に規定する補助金の交付を申請する者（以下「申請者」という。）が提出する事業計画に関する事項とする。
（審査機関）

第３条　審査機関は、次の各号に定めるところによる。

（１）書類審査は、千葉市経済農政局経済部産業支援課（以下「産業支援課」という。）が実施す
る。

（２）本審査は、公益財団法人千葉市産業振興財団が実施する。
（書類審査）

第４条　書類審査は、申請者より提出された書面により行うこととし、次の各号に掲げる要件につ

いて、産業支援課が行うものとする。
（１）申請者が、交付要綱第６条第１項に掲げる要件のいずれにも該当していること。
（２）申請者が、交付要綱第６条第２項に掲げる要件のいずれにも該当していないこと。

（本審査の方法）
第５条　書類審査の結果、前条に掲げる要件を満たしている申請者の審査方法は、次の各号に定め

るところによる。

（１）店舗を開業する会計年度の審査方法は、別表第１のとおりとする。

（２）次年度以降の賃料補助の会計年度の審査方法は、別表第２のとおりとする。

　（審査項目）

第６条　前条第１号の規定による審査項目は、別表第３のとおりとする。
（審査結果報告）

第７条　本審査の結果は、書面により市へ報告するものとする。
附　則

（施行期日）

この要領は、平成２９年１２月１日から施行する。
附　則

（施行期日）

この要領は、令和３年１２月１日から施行する。
別表第１
	審査方法

	審査方法は、公益財団法人千葉市産業振興財団の設置する事業可能性評価委員会の委員に

よる書類審査と面接審査により、別表第３の１～６の各審査項目について、５点満点で評価し、１８点を適否の基準として判断する。ただし、基準点に満たない場合でも、特定の評価項目において集計後の評価点が突出するなど、創業支援を重点的に行うことで、将来的な事業可能性が高いと判断される場合は、委員の合議により、コメントを付した上で、適格として評価することができる。


別表第２
	審査方法

	審査方法は、前年度末日までに公益財団法人千葉市産業振興財団の担当コーディネーターが作成した「事業支援実績報告書」の総合所見及び次年度の賃料補助に関する「適」、「否」の判断を基に、公益財団法人千葉市産業振興財団の設置する事業支援会議において最終評価を行い判断する。


別表第３　
	審査項目

	１　商品力
	・自社が提供する商品（サービス）の対象（ターゲット）が明確か

・他店にない有利な商品（サービス）を扱い、差別化ができているか

	２　集客力
	・事業計画に基づく店舗運営を図り、顧客を獲得できる事業計画か

	３　採算性
	・販売、利益、資金計画の算出根拠が的確で損益分岐点が把握されているか

	４　販路開拓
	・顧客ターゲットが明確に設定され、営業方針は適切に計画されているか

	５　発展性

	・対象市場の成長性が期待され、今後事業規模の拡大が期待できるか

・事業の将来にビジョンが明確で、発展可能性を感じさせる内容か

・地域経済を活性化し、地域社会や産業に波及的な効果が期待できるか

	６　経営姿勢
	・創業動機、創業理念、事業コンセプトが明確になっているか
・経営姿勢に意欲が感じられるか
・公益財団法人千葉市産業振興財団の支援を積極的に受ける意思があるか

・社会性（社会常識等）に問題はないか


